
平成2７年度決算参考データ集

～データで見る京都市財政のあらまし～

平成２８年９月

京都市行財政局

決算収支の状況と

他都市比較で見る京都市財政の特徴



 

 

・ 実質収支 （ｐ．１） 
一会計年度の決算において，収支が赤字であったか黒字となっ

ているかをみるための指標で，当該年度の歳入決算額から歳出決
算額を差し引いた額から，翌年度へ繰り越すべき財源を控除して
算出 
なお，前年度実質収支と当該年度実質収支の差額が「単年度収

支」である。 

・ 財政健全化法 （ｐ．１，２，８） 
地方自治体の財政破綻を早い段階で防止することを目的に，平

成 19 年に成立した法律。自治体の財政状況を，全会計の収支の
状況，借入金の償還負担の大きさ，将来負担しなければならない
経費の大きさなどを示す五つの指標（実質赤字比率，連結実質赤
字比率，実質公債費比率，将来負担比率，資金不足比率（公営企
業））により判断し，指標が一定の基準を超えた自治体は，財政
健全化計画等を策定し，早期の健全化に取り組まなければならな
い。 

・ 臨時財政対策債 （ｐ．３，５，７～９，１１，１２，１８） 
地方交付税の不足を補うために平成 13 年度に創設された赤字

地方債。将来の元利償還額が，地方交付税算定の際の基準財政需
要額に算入されることとなっており，いわば地方交付税の前借り
ともいえるもの 

・ 普通会計 （ｐ．９～１８） 
   各地方公共団体の財政状況を把握し，地方公共団体間の財政

比較等のために用いられる統計上，観念上の会計。一般会計を
基本にして一部の特別会計を合算し，会計間の重複を控除した
もの 

・ 基準財政需要額 （ｐ．１２） 
地方公共団体が合理的かつ妥当な平均的水準で行政を行った

場合に要する財政需要を一定の合理的な方法で算出した額 

・ 基準財政収入額 （ｐ．１２） 
地方公共団体が標準的な税の徴収を行ったという前提条件の

下に歳入額を算出したものであり，標準税率で算定した地方税等
の収入見込額（標準税収入額）の 75％分に地方譲与税等を加え
算出される。（残りの 25％分は，「留保財源」と呼ばれ，各地
方自治体の独自施策等の実施に充てることができる。） 

    

用 語 の 説 明 
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２７年度決算の状況

１ 決算収支の状況
(１) 全会計の連結実質（累積）収支
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19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

公営企業公営企業公営企業公営企業のののの資金収支資金収支資金収支資金収支

市市市市バスバスバスバス ＋23億円（ 7億円→ 30億円）

地下鉄地下鉄地下鉄地下鉄※※※※ ＋38億円（ △38億円→ 0）

水 道水 道水 道水 道 ＋ 7億円（ 107億円→ 114億円）

下水道下水道下水道下水道 △36億円（ 206億円→ 170億円）

億円

※ 地下鉄事業の27年度の累積資金不足は309億円だが，財政健全化法に

定める解消可能資金不足額控除後の資金不足は０となる。

財政健全化法における指標の公表

開始（19年度）以来初の黒字

注 億円単位の数字は，百万円単位の四捨五入と異なる場合がある。（以下同様）

地下鉄の財政健全化法に定める資金不足解消（※）などにより前年度と同水準の黒字を確保

＋4

△ 30

△ 11

＋7

＋14
＋19 ＋20 ＋21 ＋19

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

＋0

＋10

＋20

＋30

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(２) 一般会計の実質（累積）収支

（単位：億円）

歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額
AAAA

歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額
BBBB

差引差引差引差引
A-BA-BA-BA-B

繰越財源繰越財源繰越財源繰越財源
CCCC

実質収支実質収支実質収支実質収支
A-B-CA-B-CA-B-CA-B-C

7,306 7,261 45 26 19

平成27年度一般会計決算平成27年度一般会計決算平成27年度一般会計決算平成27年度一般会計決算

億円

20年度はリーマンショック

による過去最大の赤字とな

ったが，22年度以降黒字

過去最高の市税徴収率の更新(98.3％)，行財政改革の徹底等により，前年度と同水準の黒字を確保
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経常損益等経常損益等経常損益等経常損益等のののの推移推移推移推移（（（（億円億円億円億円））））

経常損益 利益剰余金（△累積欠損金）

(３) 公営企業会計の決算収支

ア 市バス事業

旅客数は，35万3千人と2年連続で1万人を上回る増加となり，26年度に引き続き一般会計からの任

意補助金に頼らない「自立した経営」を堅持

累積欠損金を解消し，
利益剰余金を計上

経常損益は，
15年度以降連続して黒字を確保（14年度は50億円の赤字）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

◇旅客数の推移（千人/日）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

311 314 314 321 326 341 353

対 前 年 度 増 加 数 － 3 0 7 5 15 12

年 度

旅 客 数

イ 地下鉄事業

旅客数は，経営健全化計画で30年度までに達成するとしている目標（37万5千人）まであと3千人

の37万2千人となり，一般会計からの補助金を繰り入れたうえではあるが，開業年度以来の経常損益

の黒字を計上

全国の公営地下鉄事業で唯一の健全化団体から脱却する展望は見えつつも，依然309億円もの多額

の資金不足。企業債等残高もなお3,911億円{ピーク時4,922億円（20年度）}にのぼり，引き続き経

営健全化の取組が必要
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経常損益 現金収支経常損益等経常損益等経常損益等経常損益等のののの推移推移推移推移（（（（億円億円億円億円））））

18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

一般会計からの経営健全化出資金73億円を繰り入れているが，依然多額の資金不足額（309億円）

財政健全化法上における解消可能資金不足額控除後の資金不足は0となる。

一般会計からの経営健全化出資がなくても，安定的に経営健全化基準の資金不足比率20％を下回る見通しが立つまで，経営健全化団体を継続。

1日当たり

4,600万円の赤字

1日当たり

200万円の黒字

(黒字は開業年度以来)

◇旅客数の推移（千人/日）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

327 330 334 339 348 359 372

対前年度増加数 － 3 4 5 9 11 13

年 度

旅 客 数

◇　財政健全化法における資金不足額（億円）・資金不足比率（％）の状況

年 度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

健全化法上の資金不足 △ 264 △ 178 △ 138 △ 78 △ 62 △ 38 0

資金不足比率 114.5 76.2 57.8 31.9 24.4 14.8 -
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ウ 水道事業・公共下水道事業

営業所の再編や職員定数の削減など，効率的な事業運営に努めた結果，水道事業は2年ぶりの

黒字，公共下水道事業は6年連続の黒字

老朽化した水道管更新のスピードアップや，雨に強いまちづくりに向けた雨水幹線の整備など，

中期経営プランに掲げる事業を着実に推進
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

山ノ内浄水場の廃止に伴う
除却費等の特別損失
（△58億円）を計上

百万 

億円

ピーク時の水量と27年度の比較
水 道 △22％（2年度：213百万 ）
下水道 △18％（9年度：222百万 ）

26年度～
新会計基準※

※ 26年度から地方公営企業会計制度の見直しが行われたことに
より，現金収入を伴わない収益の計上等，会計処理を変更した。

26年度は移行時の会計処理として，退職給付引当金等の特別損
失（水道：△61億円，下水道：△39億円）を計上。

水道事業水道事業水道事業水道事業・・・・公共下水道事業公共下水道事業公共下水道事業公共下水道事業のののの水量水量水量水量・・・・純損益純損益純損益純損益のののの推移推移推移推移

【配水管更新率】 H20～24平均：0.5％ ⇒ H27： 1.0％
（配水管総延長に対する年間更新延長の割合）

【雨水整備率】 H24：19.5％ ⇒ H27：22.1％
（下水道事業計画区域のうち10年確率降雨への対応が完了した面積の割合）

2,517 2,342 2,609 2,664 2,525 2,452 2,486 2,427 2,444 2,521 2,530

366
252

270 235
231 230 226 228 246 275 396

1,148
1,307 826 801 879 1,048 1,049 1,025 1,052 989 894

174 173
116 102 171 89 73 88 62 78 54

4,205 4,074
3,821 3,802 3,806 3,819 3,834 3,768 3,804 3,863 3,874

0
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3,000

3,500

4,000

4,500

12年度 15年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

一般財源収入の推移（億円）

市税 府税交付金 交付税＋臨財債 その他 一般財源収入

市税は，景気の回復傾向に加え，市税徴収率の向上もあって前年度から8億円の増となっている
が，リーマンショック前の水準（20年度 2,664億円）を134億円下回る
市税や府税交付金の増に伴い，実質的な地方交付税（交付税＋臨時財政対策債）は前年度から95億

円の減
地方消費税交付金のうち，消費税率の引上げ（5％→8％）分は122億円（府税交付金の内数）で，

その全額を社会保障の維持と充実（1,195億円）のために活用

２ 一般財源収入

対前年度+11
ピーク時(12年度)
から△331

対前年度△95
ピーク時(15年度)
から△413

うち消費税率
引上げ分＋122

対前年度＋8
リーマンショック
前の水準(20年
度)から△134
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63,264 66,895 73,398 82,259 83,550 83,469 77,711 76,367 78,367 78,899 80,039 81,999

24,139
32,185
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40,088 42,855
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101,580
102,486

98,119
99,015 100,338

100,696
101,639 102,820 98,540 99,187

100,865 101,437

40,841
40,493

39,595
39,576

39,664

39,128
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個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税合計

(１) 市税収入

リーマンショック前

個人所得が伸びていることなどにより個人市民税が増加したことに加え，徴収率が向上したこと
もあって，市税収入は前年度決算から8億円増の2,530億円（前年度比 0.3％増）

市税収入の推移（百万円）
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％本市滞納繰越額（百万円） 本市徴収率（％） 他都市平均徴収率（％）※○の数字は政令指定都市内の順位を表す。

市税の徴収率，滞納繰越額の推移（百万円）

指定都市で最低だった平成6年度は91.9％

→ 27年度は98.3％（＋6.4（＋6.4（＋6.4（＋6.4ポイントポイントポイントポイント））））

増収効果増収効果増収効果増収効果はははは単年度単年度単年度単年度でででで約165億円約165億円約165億円約165億円
（27年度市税調定で換算すると

＋0.1ポイントで約2.6億円の増収効果）

市税徴収率は，市民の皆様の納税への御理解を得て，市税収入確保推進本部の下，職員が一丸と
なって市税の徴収に取り組んだ結果，過去最高となった26年度の徴収率をさらに＋0.4ポイント上
回る98.3%を達成
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(２) 地方交付税及び臨時財政対策債
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地方交付税 臨時財政対策債

地方交付税及び臨時財政対策債の推移（億円）

・社会福祉費など増大する行政経費に応じた地方交付税の必要額の確保

・臨時財政対策債の廃止と法定率※の更なる引き上げによる地方財源不足額の解消
※国税収入のうちどれだけ地方交付税の原資にまわすかを示す割合

・大都市特有の財政需要を的確に反映する算定方法の見直し

市税収入が少ない分，地方交付税の必要額確保が重要

しかし，実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）はピーク時（15年度）から413億円

も減少し，この間の市税の増188億円（15年度 2,342億円→27年度 2,530億円）を大きく上回る削減

実質的な地方交付税
（交付税＋臨財債）は
ピーク時（15年度）から
413億の減

地方交付税

のピーク

交付税＋臨時

財政対策債の

ピーク

臨時財政対策債
の占める割合
13年度：7％
→27年度：44％

これらをこれらをこれらをこれらを

国国国国にににに要望要望要望要望

地方交付税
はピーク時
（12年度）
から645億の
減

1,431 1,347 1,271 1,188 1,166 1,151 1,087 1,093 1,090

846 880 923 815 829 834 845 848 852

1,070 1,131 1,251 1,720 1,797 1,840 1,855 1,886 1,954

3,348 3,358 3,444
3,723 3,792 3,826 3,787 3,826 3,896

49.0%

52.1% 52.7%

48.5%

50.7% 52.7% 53.2% 53.3% 53.7%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

13 14 15 22 23 24 25 26 27

人件費 公債費 扶助費 義務的経費の占める割合

(１) 性質別経費
性質別経費のうち義務的経費(人件費，公債費，扶助費)の占める割合は53.7％と多く，増加傾向

人件費は，職員数の削減等を進めてきたことから，ピーク時（13年度）から341億円減少

過去に発行した市債の償還経費である公債費は，ピーク時（15年度）から減少してきているもの

の，臨時財政対策債の残高・償還額が増えていることから増加傾向

扶助費は，福祉・子育て支援の充実等により増加傾向

人件費のピーク

性質別経費のうち義務的経費の推移（億円）

３ 歳出
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2,063 1,906 1,953
2,526 2,617 2,646 2,692 2,815 2,872

333
319 405

1,415 1,340 1,171 987 850 7521,483
1,337 1,253

1,092 934
885 881 866 887674

651 653

570 567
555 557 599 666

2,285
2,228 2,268

2,070
2,022

2,008 1,999 2,043 2,084

6,838

6,441 6,532

7,673
7,480

7,265 7,116 7,173 7,261

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

13 14 15 22 23 24 25 26 27

社会福祉費 産業経済費 都市建設費 教育文化費 その他

(２) 行政目的別経費

社会福祉費は，高齢化の進展や，福祉・子育て支援の推進等により増加傾向

産業経済費は，企業の資金ニーズに応じた中小企業金融対策費の減などにより減少傾向

行政目的別経費の推移（億円）

1,127

(527)

2,385

(1,043)

2,482

(1,040)

3,833 

4,205 

3,863 3,874 

2,521 

2,719 2,664 

2,521 2,530 

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

一般財源収入，市税収入，社会福祉関連経費の決算額推移（億円）

社会福祉関連経費（扶助費等）＝扶助費（児童手当含む，社会福祉費以外の扶助費（保健，教育等）含む）＋国保・介護への繰出金，
後期高齢（老人保健）への繰出金，負担金 ※ 国の補助金等を含む

一般財源収入
（市税，地方交付税など）

市税収入

社会福祉関連経費 ()内は一般財源ベース

ピーク

ピーク

ピーク時から330億円以上の減で回復していない

回復傾向にあるものの，ピーク時からは189億円の減少，

リーマンショック前の水準からは134億円の減少

この20年間で約2倍に増加

リーマンショック前
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４ 市債

20,951 19,427
19,088 18,786 18,347 17,970 17,611

81
1,997 2,362 2,728 3,147 3,531 3,840

21,03221,03221,03221,032 21,42321,42321,42321,423 21,45121,45121,45121,451 21,51421,51421,51421,514 21,49421,49421,49421,494 21,50221,50221,50221,502 21,45121,45121,45121,451

0

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

13末 22末 23末 24末 25末 26末 27末

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く実質市債残高は，全会計・一般会計ともに着実に縮減

臨時財政対策債は，地方交付税の代わりに国が機械的に配分するもので，本市において発行額をコ

ントロールできず，近年は臨時財政対策債の残高が増加（※）

※国による算定方法が，22年度から，人口規模に応じた方式から財政力指数に応じた方式に段階的に変更。

本市財政は厳しいものの，一般市町村平均と比べると財政力指数が高いため，発行額が増加する要因に。

これを含めても，全会計の市債残高は横ばいで推移

横横横横ばいばいばいばい

全会計全会計全会計全会計のののの市債残高市債残高市債残高市債残高（（（（億円億円億円億円））））

縮減縮減縮減縮減

生産年齢人口1人当たり
実質市債残高

22末 202万円
→ 27末 194万円

臨財債
制度開始

26→27 △359△359△359△359億円億円億円億円

（１）市債残高

9,764 9,817 9,651 9,473 9,259 9,081 8,949

81

1,997 2,362 2,728 3,147 3,531 3,840

9,8449,8449,8449,844

11,81411,81411,81411,814 12,01412,01412,01412,014 12,20012,20012,20012,200 12,40612,40612,40612,406 12,61212,61212,61212,612 12,78912,78912,78912,789

0

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

13末 22末 23末 24末 25末 26末 27末

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

一般会計一般会計一般会計一般会計のののの市債残高市債残高市債残高市債残高（（（（億円億円億円億円））））

縮減縮減縮減縮減

生産年齢人口1人当たり
実質市債残高

22末 102万円
→ 27末 99万円

臨財債

制度開始

26→27 △132△132△132△132億円億円億円億円

臨時財政対策債の元利償還に対する地方交付税措置については全国一律の基準で算定されており，その償
還方法（3年据置27年元金均等償還）と，実際の本市の償還方法（5年据置25年元金均等償還）が異なる。本
市の市債は，償還計画に基づき確実に償還しており，償還に支障をきたすことはないが，この償還方法の違
いにより，平成27年度の臨時財政対策債の残高のうち，後年度に地方交付税以外の市税等で償還することと
なる額は282億円となる。（22年度末142億円，＋140億円）

なお，臨時財政対策債の元利償還については，平成28年度以降発行分から，本市の償還方法を地方交付税
措置上の償還方法に合わせている。
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市債残高（過去の借金）を着実に減少させるためには，新規の市債発行額（新たな借金）を償還

額（借金の返済）の範囲内にとどめることが必要

全会計 ：借金の返済 1,191億円－新たな借金 832億円＝市債残高は 359億円減少

一般会計：借金の返済 600億円－新たな借金 468億円＝市債残高は 132億円減少

(２) 市債（臨時財政対策債を除く。）の新規発行額と償還額

973 
1,080 

1,108 

1,130 

1,043 

1,111 

888 
946 

740 
779 832 

1,253 1,268 

1,377 

1,247 1,265 1,249 1,227 1,248 

1,179 
1,156 

1,191 

551
602

633 651

570

586

416 402 380
415 468

588 605

590 588

597

573

582 580 594 593 600
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1300
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1700

0

200
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800

1,000

1,200

1,400

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

一一一一

般般般般

会会会会

計計計計

全全全全

会会会会

計計計計

市債の発行額と償還額の推移（億円）
（※）借換債及び臨時財政対策債を除く

全会計の償還額

全会計の新規発行額

一般会計の新規発行額

一般会計の償還額

一般会計では468億円新たに借り入れたが，
600億円返済したので，市債残高は132億円減少

全会計では832億円新たに借り入れたが，
1,191億円返済したので，市債残高は359億円減少

234.6

240.0

247.7

235.0
237.2

235.4

230.2 228.9 229.6

215.0

220.0

225.0

230.0

235.0

240.0

245.0

250.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

％

11.8 12.0

12.7
13.1

13.7 13.8 14.0

15.0 15.2

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

％

５ 財政健全化法に基づく健全化判断比率

地方交付税措置のない市債の償還や残高の増加などにより，実質公債比率は前年度から0.2ポイン

ト増の15.2％，将来負担比率は前年度から0.7ポイント増の229.6％

早期健全化基準

400％

○実質公債費比率の推移

早期健全化基準

25％

財政再生基準

35％

○将来負担比率の推移
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市税

172,000円

（2,530億円）

35% 地方交付税

34,000円

（503億円）

7%

臨時財政対策債

27,000円

（391億円）

5%

国庫支出金

87,000円

（1,287億円）

17%

府支出金

25,000円

（368億円）

5%

市債（※１）

33,000円

（485億円）

7%

その他財源（※２）

119,000円

（1,759億円）

24%
総額

497,000円

（7,323億円）

（注）全国統一的な会計である普通会計分析による比較

他都市比較で見る京都市財政の特徴

１ 歳入

（ ）内数値は，本市歳入額を示していま
す。

※１ 市債は，臨時財政対策債を除いたもの
です。

※２ 中小企業への金融支援のための融資制
度（中小企業金融対策預託金）に力を入
れており，金融機関への預託金が年度末
に返還されることから， その歳入（市
民一人当たり 44,000円（653億円））が
多くを占めています。

※３ 一人当たりの歳入内訳は，千円単位に
四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり歳入内訳（平成27年度決算）

歳入構成の特徴 市税は，歳入総額のほぼ１／３

他都市に比べて地方交付税及び臨時財政対策債に大きく依存

個人市民税

62,416 

個人市民税

55,609 

個人市民税

52,837 

法人市民税

21,504 

法人市民税

19,319 

法人市民税

48,987 

固定資産税

72,049 

固定資産税

68,791 

固定資産税

100,876 

その他

28,827 

その他

27,829 

その他

42,527 

0 25,000 50,000 75,000 100,000 125,000 150,000 175,000 200,000 225,000 250,000

他政令指定

都市平均

京都市

大阪市

円

市民一人当たり市税収入（平成27年度決算）

市税合計市税合計市税合計市税合計
171,548円171,548円171,548円171,548円

差 額差 額差 額差 額

73,679円73,679円73,679円73,679円

市税合計市税合計市税合計市税合計
184,796円184,796円184,796円184,796円

差 額差 額差 額差 額

13,248円13,248円13,248円13,248円

市税合計市税合計市税合計市税合計
245,227円245,227円245,227円245,227円

京都市の市民一人当たり市税収入は，他の指定都市の平均よりも約１万３千円も少なく，京都市の人口は約

１４７万人なので，市税収入総額では１９５億円も少ないこととなります。

大阪市大阪市大阪市大阪市とととと比較比較比較比較するとするとするとすると，本市の面積は約４倍で，市域の面積に応じて消防・防災等をはじめとした市で行うサ

ービスの量が多い一方で，市民市民市民市民１１１１人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの市税収入市税収入市税収入市税収入はははは約約約約７７７７万万万万４４４４千円下回千円下回千円下回千円下回っておりっておりっておりっており，，，，大阪市大阪市大阪市大阪市よりよりよりより 約約約約３３３３割割割割もももも少少少少

ないないないないこととなりますこととなりますこととなりますこととなります（（（（人口人口人口人口１４７１４７１４７１４７万人万人万人万人でででで換算換算換算換算すると△１すると△１すると△１すると△１，，，，０８５０８５０８５０８５億円億円億円億円）。）。）。）。

(１) 市税
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％ 政令指定都市政令指定都市政令指定都市政令指定都市のののの人口人口人口人口にににに占占占占めるめるめるめる納税義務者納税義務者納税義務者納税義務者のののの割合割合割合割合（（（（平成27年度決算平成27年度決算平成27年度決算平成27年度決算））））

◆ 個人市民税が少ない要因

多くの大学を有する京都市は，指定都市の中で大学生数が１位となっており，大学を中核とした高度で豊富
な学術研究機能の集積は，京都の優れた都市特性となっています。また，知恵や経験豊かな高齢者の割合も高
いことから，京都に息づく文化が次の世代へと継承されています。一方で，一般的な就業者層である23歳から
64歳までの割合が低くなることで，指定都市の中で人口に占める納税義務者の割合が低くなっています。
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㎡

政令指定都市政令指定都市政令指定都市政令指定都市のののの市民一人当市民一人当市民一人当市民一人当たりたりたりたり床面積床面積床面積床面積（（（（平成27年度決算平成27年度決算平成27年度決算平成27年度決算））））

木造 非木造

◆ 固定資産税が少ない要因

京都市は，数多くの歴史的資産や風情ある町並みが融合し，地域ごとに特色ある多様な景観を
大切に受け継いできた歴史都市であり，土地の固定資産評価額の１㎡単価は指定都市の中で上位
にあります。一方で，市民一人当たりの家屋床面積が他の指定都市の平均を下回っていることに
加え，非戦災都市という特性もあり，評価額の低い木造家屋の占める割合が高くなっています。

-10-



京都市の市民一人当たり市税収入は，他の指定都市の平均を下回り，一番多い大阪市とは，
市民一人当たりで約 74,000円もの差があります。
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157,916157,916157,916157,916

176,799176,799176,799176,799

156,554156,554156,554156,554

172,337172,337172,337172,337

162,795162,795162,795162,795

184,684184,684184,684184,684

133,569133,569133,569133,569

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

京
都

他
都
市

平
均

札
幌

仙
台

さ
い
た
ま

千
葉

横
浜

川
崎

相
模
原

新
潟

静
岡

浜
松

名
古
屋

大
阪

堺 神
戸

岡
山

広
島

北
九
州

福
岡

熊
本

円
政令指定都市の市民一人当たりの市税収入（平成27年度決算）

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税収入合計
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地方交付税（一人当たり） 臨時財政対策債（一人当たり） 歳入に占める地方交付税+臨時財政対策債の割合 ％

64,394

政令指定都市の市民一人当たりの地方交付税及び臨時財政対策債の収入額（平成27年度決算）

60,639

40,738

73,277

48,884

15,205

27,021

19,876

4,193

31,155

78,145

39,439

40,736

12,889

40,973

50,854

58,716

55,415

84,313

42,970

71,213

京都市は，市税収入が少ない分，地方交付税及び臨時財政対策債に多くを依存しており，
市民一人当たりの地方交付税等による収入は，他の指定都市平均の約1.5倍となっています。

（２）地方交付税及び臨時財政対策債
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政令指定都市の財政力指数（平成27年度決算）

財政力指数＝
基準財政収入額

基準財政需要額

財政力指数は政令指定都市中6番目に低く，他の指
定都市と比べても，国の地方交付税等に多くを依存し
なければ，予算を編成できない状況にあります。

＜歳 入＞ ＜歳 出＞

所得税の33.1％など

地方交付税

16.7兆円

臨時財政対策債

3.8兆円

地方財政地方財政地方財政地方財政のののの

財源不足財源不足財源不足財源不足

5.6兆円5.6兆円5.6兆円5.6兆円

国は，毎年度，「地方公共団体の歳入歳出総額の
見込額(地方財政計画)」を作成します。
平成28年度の地方財政計画では，地方交付税の
法定率分(交付税原資となる国税の一定割合)は
15.1兆円にとどまり，地方財政の財源不足が5.6兆
円もの巨額に上っています。

◆◆◆◆地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく課題課題課題課題

所得税

法人税

酒税

消費税

(注) 千億円未満を端数処理しているため，合計の一致しない箇所がある。

地方財政全体地方財政全体地方財政全体地方財政全体でででで，，，， ものものものもの巨額巨額巨額巨額のののの財源不足財源不足財源不足財源不足！ （！ （！ （！ （平成28年度平成28年度平成28年度平成28年度）））） 法定率法定率法定率法定率のののの引上引上引上引上げによりげによりげによりげにより解消解消解消解消すべきすべきすべきすべき！！！！

平成28年度地方財政計画

（財源不足対策分）

0.3兆円

（既発債の元利等相当）

3.5兆円

財源対策債 0.8兆円

地方税

国庫支出金

地方債等の

歳入

法定率分

15.1兆円

臨時財政対策特例加算

0.3兆円

85.8兆円

人件費

一般行政経費

投資的経費

公債費

など

前年度繰越等 0.5兆円

＜交付税原資＞

48.8兆円

地方法人税

（国税）

0.6兆円
全額

既住法定分加算等

0.7兆円
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社会福祉（※１）

199,000円

（2,936億円）

41%

道路整備等

50,000円

（737億円）

10%

59,000円

（872億円）

12%

教育

46,000円

（675億円）

9%

その他（※２）

139,000円

（2,051億円）

28%
総額

493,000円
（7,271億円）

市債（借金）の返済

２ 歳出

（ ）内数値は，本市目的別歳出額を示しています。

※１ 社会福祉 ＝ 児童福祉，高齢者福祉，障害者福
祉，生活保護など

※２ その他 ＝ 保健・清掃等，産業振興，消防，
総務管理など
中小企業への金融支援のための

融資制度（中小企業金融対策預託
金）に力を入れていることから，
金融機関への預託金に係る歳出
（市民一人当たり44,000円（653
億円））が「その他」の多くを占
めています。

※3 市民一人当たり目的別歳出の内訳は，千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり目的別歳出（平成27年度決算）

歳出構成の特徴（目的別分析） 社会福祉に最も多くの経費が使われています

199,093 

176,094 

198,543 

139,912 

136,948 

146,368 

161,279 

160,870 

154,680 

143,014 

131,092 

121,220 

174,582 

264,423 

195,870 

191,307 

158,539 

164,055 

200,410 

177,303 

171,548 

49,987 
65,025 

62,452 

91,651 
55,290 41,118 

67,254 
47,972 

41,567 
86,692 

69,348 
50,879 

60,766 

68,398 

67,857 58,872 

50,795 
75,752 

115,879 

62,681 59,793 

59,111 59,018 
42,267 

56,189 

37,057 60,585 

50,310 
48,118 

32,347 

51,571 

55,872 

47,396 

62,701 

103,784 

41,592 77,209 

45,511 

63,688 
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66,480 
42,784 

45,775 
39,457 38,568 

38,560 

35,140 
32,650 

35,399 
34,822 

29,354 

44,404 

32,198 

40,108 

36,878 

47,104 

37,047 

45,417 

36,158 

46,453 

43,115 

48,739 

38,152 

139,096 

112,753 

107,461 

154,861 

91,058 

116,836 

88,663 

116,702 

91,964 

117,656 

104,012 

100,491 

121,053 

121,875 

85,780 

106,833 

95,138 

127,801 

138,087 

154,637 

103,533 

493,062 

452,347 449,291 

481,172 

355,492 

397,556 402,905 
408,484 

349,912 

443,337 

392,522 

360,095 

455,980 

605,583 

428,145 

479,638 

386,141 

477,748 

566,610 

509,840 

415,809 
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円

政令指定都市の市民一人当たりの行政目的別歳出（平成27年度決算）

社会福祉 道路整備等 市債の返済 教育 その他

京都市の市民一人当たり歳出総額は，指定都市の中で4番目に高くなっており，行政目的別では，
社会福祉費が指定都市の中で3番目に高くなっています。
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人件費

75,000円

（1,111億

円）

15%

扶助費

135,000円

（1,988億

円）

28%

公債費

59,000円

（866億円）

12%

投資的経費

46,000円

（681億円）

9%

物件費等（※２）

178,000円

（2,625億円）

36%
総額

493,000円
（7,271億円）

歳出構成の特徴（性質別分析）
人件費や扶助費といった義務的経費（※1）に多くの経費が使われています

（ ）内数値は，本市性質別歳出額を示していま
す。

※１ 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費

※２ 中小企業への金融支援のための融資制度（中
小企業金融対策預託金）に力を入れていること
から，金融機関への預託金に係る歳出（市民一
人当たり44,000円（653億円）が多くを占めて
います。

※３ 市民一人当たり性質別歳出の内訳は，千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり性質別歳出（平成27年度決算）

268,835 

243,012 

232,560 
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155,108 

239,543 
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円
政令指定都市の市民一人当たりの義務的経費とその他経費（平成27年度決算）

義務的経費 その他経費

397,556 

402,905 
408,484 

349,912 

443,337 

392,522 

360,095 

455,980 

605,583 

428,145 

479,638 

386,141 

477,748 

566,610 

509,840 

415,809 

452,347 
449,291 

481,172 

355,492 

493,062 

京都市の市民一人当たりの義務的経費は,指定都市の中で 4番目に高くなっています。
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％円

政令指定都市の市民一人当たりの人件費（平成27年度決算）
市民一人当たりの人件費 歳出に占める割合

(１) 人件費

職員数の削減などにより，京都市の市民一人当たり人件費は，前年度から減少していますが，指定都市
の中で 3番目に高くなっています。
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人

政令指定都市の市民千人当たりの職員数（平成28年4月1日現在）
一般職員 技能労務職員 教育公務員 消防職員 ※斜体の数字は，職員数合計

京都市の市民千人当たり職員数は，指定都市の中で2番目に多くなっています。
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％円

政令指定都市の市民一人当たりの扶助費（平成27年度決算）
市民一人当たりの扶助費 歳出に占める割合

(２) 扶助費

京都市は，これまでから福祉に力を入れてきたことなどから，市民一人当たり扶助費は，指定
都市の中で4番目に高くなっています。
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％％
政令指定都市の高齢化率と生活保護率

高齢化率（平成22年度国勢調査） 生活保護率（平成26年度平均）

京都市は，指定都市の中で，高齢化率は5番目に高くなっています。また，生活保護率は
3番目に高くなっています。

-16-



58,727
58,820

42,082

56,003

37,026

60,350

50,166
47,889

32,274

51,425

55,872

47,348

62,518

103,436

41,457

76,886

45,459

63,524
68,536

66,187

42,734

11.9 

13.0 

9.4 

11.6 

10.4 

15.2 

12.5 
11.7 

9.2 

11.6 

14.2 

13.1 
13.7 

17.1 

9.7 

16.0 

11.8 

13.3 
12.1 

13.0 

10.3 

0

3

6

9

12

15

18

0

60,000

120,000

京
都

他
都
市

平
均

札
幌

仙
台

さ
い
た
ま

千
葉

横
浜

川
崎

相
模
原

新
潟

静
岡

浜
松

名
古
屋

大
阪

堺 神
戸

岡
山

広
島

北
九
州

福
岡

熊
本

％円

政令指定都市の市民一人当たりの公債費（平成27年度決算）
市民一人当たりの公債費 歳出に占める割合

(３) 公債費

市民一人当たり公債費は，前年度から増加しているものの，他都市平均をやや下回る水準にあります。
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％
政令指定都市の実質公債費比率（平成27年度決算）

実質公債費比率は，地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も公債費に準じた
ものとして算定するため，指定都市は一般市に比べると総じて高い数値となっています。
京都市は，交付税措置のない市債（地下鉄事業への経営健全化出資債，退職手当債，行政改革推

進債など）の償還額が多くなっていることから，指定都市の中では3番目に高くなっています。

※ 9月5日時点の数値
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千円

政令指定都市の市民一人当たり市債残高（平成27年度決算）
市民一人当たりの市債残高（臨時財政対策債除く）

（平成27年度決算）

市民一人当たりの臨時財政対策債残高

（平成27年度決算）
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865

470
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427

838

1,009

494

※ 斜体は一人当たり市債残高合計

805

京都市の市民一人当たり市債残高（臨時財政対策債除く）は，指定都市で多い方から2番目となっ
ており，市債残高合計（臨財債含む）においても指定都市で多い方から2番目となっています。
なお，新たに指定都市となった都市は，市債残高が少ないため，新しい指定都市が増えるほど平均

が下がる傾向にあります。
※ 指定都市には，他の市町村にはない国道，道府県道の整備，維持等に係る仕事があります。
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％
政令指定都市の将来負担比率（平成27年度決算）

将来負担比率は，一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（市債残高（交付税措置される額を除
く），退職手当の支給予定額等）の標準財政規模に対する比率を示すもので，この比率が高い場合，将来
これらの負担額を実際に支払う必要があることから，今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可
能性が高くなります。
京都市は，今後償還を行う交付税措置のない市債残高（地下鉄事業への経営健全化出資債，退職手当

債，行政改革推進債など）が多くなっていることから，指定都市の中で最も高い水準になっています。

※ 9月5日時点の数値
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